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平成２２年度 第４回 松阪市入札等監視委員会 審議概要 

 

 

開 催 日 時 平成２３年１月１９日（水） 午後３時～４時３０分 

開 催 場 所 松阪市役所 ５階 特別会議室 

出 席 者 

（敬称略：５０音順） 

 

委 員 長  楠井 嘉行（弁護士） 

副 委 員 長  村田 裕（名城大学教授） 

委 員  坂本 聰子（司法書士） 

委 員  吉川 和男（税理士） 

委 員  吉田 弘一（三重中京大学名誉教授） 

 

事 務 局 房木 契約監理担当参事 

佐藤 契約監理課長 

廣田 検査・契約担当主幹 

高村 契約係長 

池内 調達係長 

議 題 議題１ 

入札及び契約手続の運用状況等の報告（平成２２年１０月から１２月分）

・工事の発注状況について 

・指名停止措置の運用状況について 

・総合評価落札方式の試行について 

議題２ 

抽出事案の審議（坂本委員抽出） 

議題３ 

随意契約締結に係る意見聴取について 

その他 

・次回開催日程及び抽出委員の選定 

 

委 員 松 阪 市 

●入札及び契約手続の運用状況等の報告 

 ・工事の発注状況について 

この第三四半期の実施入札は 157 件、内工

事が 140 件、委託が 17 件で、請負契約額計

は約 12 億 9 千万円で、平均落札率 83.93％、

平均参加者 12.2 社であった。 

・指名停止措置の運用状況について 

この 3 ヶ月間は、PC 橋梁の談合事件の審

決を受け独禁法違反で 6件、建設業法違反で
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2 件、贈賄で 1件の計 9件の指名停止措置を

行った。 

 

●抽出事案の審議（吉田委員抽出） 

○実施入札が 157 件あった中で、入札参加者

数が 1社のみであった案件が 4件、入札参加

者が 0社で不調となった案件が 1件、落札率

が 100％であった案件が 1件あったがどのよ

うな状況であったのか。また、入札参加者数

が 5 社未満であった案件が 25 件あり、その

内訳をみると審査会型の案件が 10 件、地域

指定型の案件が 11 件となっていた。特殊な

状況もあろうと思うが、どのような状況なの

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 まず、入札参加者数が 1社のみであった案

件について、361 号「青田栃谷線舗装修繕工

事」は、元々入札参加者は 3社あったものの、

その前の開札でその参加者が落札業者とな

ったため、同日落札制限の対象となり 2社が

無効となったものである。また、この案件が

落札率が 100％となったことについては、落

札業者が三雲の業者であったものの、施工現

場は旧飯高町の蓮ダムの奥地にあることか

ら、結果として高い応札額となったものが偶

然一致したものと考えている。306 号「全国

瞬時警報システム（J-ALERT）改修工事」に

ついては、本体工事である防災行政無線のシ

ステムの中に新たに全国瞬時警報システム

の機器を組み込む改修工事であり、本体工事

の請負者でなくとも施工できる内容であっ

たことから、希望価格型で一般競争入札に付

し競争を図ったが、結果として、本体工事の

請負者のみの参加となってしまったもので

ある。285 号「第 22-104 号天王山配水池外

電気計装設備更新工事」、325 号「宮町ポン

プ場電気設備改築・更新工事」については、

既設の納入業者が入札参加してくることが

当然予想される中で、全国発注とし希望価格

で公告して競争性を図った。ただ 100 社以上
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○希望価格型で発注したケースに落札率が

60％台のものがあるがどのような内容なの

か。 

 

 

の業者登録が確認できる状況であったが 1

社のみの応札結果となった。383 号「市営住

宅空家維持管理及び空地維持管理除草委託」

については、国からの緊急雇用対策の一環で

未就労者の雇用を条件とした発注である。設

計金額の 6割を人件費として当てること、ハ

ローワークに求人募集を行い 3 名の新規雇

用を行うこと等の制約条件があり、環境面の

整備を考えると条件としては厳しく 1 社の

みの応札結果となった。 

落札率が高かった案件について、339号「八

重田配水池螺旋階段塗装工事」は、入札参加

のあった6社の内5社が同様の応札額であっ

たもので、現場状況を考えると落札率は高か

ったが相応であったと考えている。340号「準

用河川前沖川河川維持工事」については、新

たに井戸を掘る工事であり、専門的な内容の

特殊工事ということで高値の応札となった

と考えている。349 号「中部中学校調整池浚

渫工事」については、施工場所の条件が厳し

く高値の応札となったものと考えている。

409 号「下村町公園外都市公園整備工事」に

つきましては、有効入札者数 11 社の内、落

札業者のみが高値で応札しており、今回の四

半期では、この案件のみが以前から言われて

いる最低制限価格制度の不合理さが現れた

結果となってしまった。 

不調案件の 362 号「木瀬谷川護岸修繕工

事」については、少額であったことと、施工

内容が飯高管内の奥の小さな谷川を改修す

るものであり、現場へ行くまでにも条件的に

厳しい内容であったことから入札参加者が

無かったものと捉えている。ちなみにこの案

件については、施工場所近隣の業者と随意契

約をして工事を行ったものである。 

 

 

 

予め機械の仕様が定まっており、工場から

その機械を運んできて備え付けるのみとい
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○専門的な工事の設計金額は業者からの見

積価格をもって作成されると思うが、その金

額とこの落札金額の差が大きいことはどう

いった状況なのか。 

 

 

 

 

 

 

○通常の工事ではこのような訳にはいかな

いが、このような工場から運んできた機械を

つけるだけなら最低制限価格を設定せず、安

くても品質上問題ないということか。 

 

 

 

 

○最低制限価格制度の見直しについての動

きはどうなっているのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

った現場の施工の程度によって品質が左右

されない工事内容である場合に、市場の競争

性を考え設計金額に一定率を乗じて希望価

格を設定して発注しているものである。この

ような場合、機械を安価に購入できるのであ

れば、今回のような 60％台の落札も起こり

うることとなる。 

 

 

 

 

 会社の経営戦略等、様々な要因があろうと

推測するが、最初の見積りで金額を提示して

いても、いざ入札となればギリギリのところ

を出してくる場合があるのではないだろう

か。そうなると今回のような落札率が発生す

るものと考える。 

 

 

 

 

そのように捉えているが、市内業者に入札

参加の可能性がある場合は、経営上の保全と

いった観点もあり、最低制限価格を設定する

こととなる。 

 

 

以前より提案を頂いている平均型で最低

制限価格を設定する方法については、研究会

及び事務局において継続して検討を重ねて

いるところであるが、落札率が下落するとい

う懸念がどうしても大きい。既にこの方法を

導入していた四日市市が H22 年度より同方

法を辞め、公契連モデルに変更していたこと

から話を伺いに行ったところ、H20 年度より

導入した平均型最低制限価格制度は、落札価

格の下落が止まらず、一時期は 60％台まで

下落したとのことであった。そうなると市内

業者では体力的に厳しい状況で市内業者の

参加がなくなる程となり、その状況から、市
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○第二清掃工場の関係で大きな工事がある

と聞くが、それに対して当監視委員会から何

かしら意見することはできるのか。 

議会からの付託を受けて制度を見直したと

のことを確認したところである。このことか

ら、入札制度を改正して短期間で再度改正を

余儀なくされるということは、混乱を招くこ

とから避けるべきであると考えるところで

あり、慎重に検討を重ねていきたい。 

 

 

 

清掃施設に関する有識者等で専門委員会

が構成され既に何度か審議もされていると

聞いている。 

 

●随意契約締結に係る意見聴取について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市内に森林組合はいくつあるのか 

 

○これらには国とか県からの補助はあるの

か。 

4件の随意契約について委員の意見聴取を

いたしたい。 

先ず類似する 2件について説明する。 

①平成 22 年度森林再生ＣＯ２吸収量確保対

策事業業務委託 

②平成 22 年度森林環境創造事業業務委託

（市町タイプ）（松阪飯南森林組合整備計画

地域） 

この二案件は、森林所有者に代わって全額

公費により環境林の整備や保全を行い、将来

にわたり持続的に森林の公益的機能を発揮

させることを目的としていることから、市と

森林所有者及び認定林業事業体において 20
年間の「環境林づくり協定書」等の締結が必

要です。森林所有者の同意を得た森林でなけ

れば事業を実施することができないことか

ら、本委託業務の実施においては、20 年間
の森林管理に関して森林所有者の同意を得

ている当該業者と契約をしなければ業務

を遂行できないため随意契約するものであ

る。 

 

一つである。 
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委員会としての意見 

止むを得ないものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○5 人の鑑定士は松阪市内の方ですか。 

 

○金額は 5人とも一率なのか。 

 

委員会としての意見 

止むを得ないものと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①は県費が 90％、市費が 10％である。②は

国費が 50％、県費が 40％、市費が 10％であ

る。 

 

 

③平成 24 年度評価替鑑定委託業務 

本案件は、5人の鑑定士を固定資産鑑定評

価員に指名し業務を行うものであります（鑑

定士一人あたりの業務量は 200 地点程度と

されている。）。鑑定士の選定は 5人個々に契

約を行うと鑑定評価格のバラツキも考えら

れることから、国公示価格、県地価調査価格、

又は相続税路線価との整合性や、市内全域や

県内地域間とのバランスを確保し調整する

役割を担う当該協会と随意契約を締結する

ものである。 

 

 5 人とも松阪市内の方と聞いている。 

 

一率であり、前回より下がっている。 

 

 

④松阪市庁舎本館耐震改修事業 

本案件は、松阪市庁舎本館の耐震改修事業

である。プロポーザルを公告したところ、参

加申込が 4企業体からあり、一次審査におい
て、企業の規模、安定性、技術力、耐震改修

の実績等について審査の結果、市の要求を満

たしており合格とした。4企業体は、10月、
11 月の間に本館の現地調査、設計図書、耐
震報告書等資料の調査分析を行い、企業独自

の技術提案、施工計画、施工後の影響、工事

費等をまとめ提案書を受理し、12月 17日に
ヒアリングのうえ審査項目に基づき二次審

査を実施したところ、当該特定建設工事共同

企業体の技術提案が、鉄骨フレームによる外

部のみの耐震補強で、市が示した「居ながら

工事｣「耐震性能」等の条件を満たしており、

内部工事がないこと、工期が短いこと、金額

が安いことなどが評価され、審査項目の
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○企業が提案した工事費に 2 億円もの差が
あるがどうしてこのような結果になるのか。 
 

 

 

○現在の庁舎は何年の建築か。 

 

委員会としての意見 

止むを得ないものと考える。 
 

1,000点満点中、最も総合評価点が高い優秀
提案者となった。これらの結果から、本案件

については、地方自治法施行令により「契約

の性質又は目的に競争入札が適さない場合」

に該当するものと考え、随意契約するもので

あります。 

 

 

居ながら工事となっており、内部工事要し

ないことや工期が短いことなどが要因とな

っていると考える。 

 

昭和 44 年である。 

 

 

 

●次回開催日程及び抽出委員について 

次回開催日を平成 23 年 3 月 28 日（月）の

13：15～とし、抽出委員は吉川委員とする。

 

 


